
（歳入）

（歳出）

国（県）
支出金

村債 その他
引上げ分の地方消
費税（社会保障財
源化分の交付金）

その他

１ 社会福祉費 524,691 159,384 10,779 20,687 333,841

２ 児童福祉費 543,170 365,137 28,179 21,415 128,439

３ 生活保護費 7 7

衛生費 １
保健衛生費
（保健衛生総務費，
　　母子保健費，予防費）

126,863 6,794 13,157 5,002 101,910

557,848 410,082 414 21,994 125,358

658,341 244,715 170,004 25,956 217,666

76,166 20,086 3,004 53,076

2,487,086 1,186,112 242,619 98,058 960,297

※引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）については事業費按分により算定

介護保険事業

　地方消費税交付金　　２６３，０８７千円（社会保障財源化分　９８，０５８千円，一般分　１６５，０２９千円）

　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　　　２，４８７，０８６千円

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

２）「社会保障施策に要する経費」には社会保障４経費が含まれているところでであり，
　　この「社会保障施策」とは『社会福祉』，『社会保険』，『保健衛生』のいずれかに関
　　する施策のことを指しています。

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】（※人件費除く）

備　考特定財源 一般財源項　等 事業費款　等

財源内訳

  生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助をを行うなど，住民の生存権を確保すること
　によって，住民生活の内容を豊かならしめることを意味し，具体的には下記のようなものとなります。
　　　○生活保護，児童福祉，母子父子福祉，高齢者福祉，障害者福祉など

（１）『社会福祉』　

１）引上げ分の地方消費税収は，「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障
　　４経費）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　保険的方法によって社会保障を行う制度の総称で，法令に基づき実施される「強制保険」的な制度を
　意味し，具体的には下記のようなものとなります。
　　　○国民健康保険事業，介護保険事業など

（３）『社会保険』　

合　　　計

（単位：千円）

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

民生費

社会保険

　住民の健康を保つための施策を意味し，具体的には下記のようなものとなります。
　　　○医療に係る施策，感染症その他疾病に係る予防対策，健康増進対策など

（２）『保健衛生』　


